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国で行われている障害児に関わる議論について 

 

１．内閣府：障害者基本計画（第 4 次）骨格案 

２．厚生労働省：基本的な指針に係る通知 

３．ユニバーサルデザイン 2020 行動計画 

 

（参考） 

１．厚生労働省：告示第 116 号  

 

 

１．内閣府：障害者基本計画(第４次) 骨格案 

○ 障害のある女性、子供及び高齢者の複合的困難に配慮したきめ細かい支援 

 障害者権利条約第６条（障害のある女子）、第７条（障害のある児童）等の趣旨を踏ま

え、障害者施策は、複合的な困難に直面する障害者に対するきめ細かい配慮が求めら

れていることを踏まえて策定・実施する。 

 障害のある女性は複合的に困難な状況に置かれる場合があり、こうした点も念頭に置

いて障害者施策を策定・実施することが重要。 

 障害のある子供は成人の障害者とは異なる支援を行う必要。 

 障害のある高齢者に係る施策については、障害者権利条約の理念も踏まえつつ、高齢

者施策との整合性に留意して実施していく必要。 

 

 

２．厚生労働省：「障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支

援事業の提供体制の整備並びに自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保す

るための基本的な指針」の全部改正について（通知） 

○ 障害児支援の提供体制の計画的な整備 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一

部を改正する法律（平成 28 年法律第 65 号。以下「改正法」という。）により、児童

福祉法に障害児福祉計画の策定が義務づけられたこと等を踏まえ、以下の柱を盛り込

み、障害児支援の提供体制の確保に関する事項等を新たに定める。 

① 地域支援体制の構築 

② 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

③ 地域社会への参加・包容の推進 

④ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

⑤ 障害児相談支援の提供体制の確保 

 

資料 2 

Ｐ.４の「参考」 

厚生労働省：告示

第 116 号 

に具体的な内容

が記載 
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○ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標の設定 

 平成 32 年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上設

置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での

設置であっても差し支えない。 

 平成 32 年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体

制を構築することを基本とする。 

 平成 32 年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課

後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することを基本と

する。なお、重症心身障害児の支援には専門性を必要とすること等から、市町村単

独での確保が困難な場合には、圏域での確保であっても差し支えない。 

 平成 30 年度末までに、各都道府県、各圏域及び各市町村にいて、保健、医療、障害

福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設置することを基

本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、都道府県が関与した上で

の、圏域での設置であっても差し支えない。 

 

○ その他 

 高次脳機能障害について、協議会において高次脳機能障害支援拠点等の専門機関と

の連携を確保することが必要であることや、高次脳機能障害を有する障害児に対し

て、障害児通所支援等において適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援

体制の整備を図る必要があること等について定める。 

 都道府県及び市町村は、障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズについて把握

し、利用ニーズを満たせる定量的な目標を示した上で、保育所や認定こども園、放

課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害児の受入れの体制整備

を行うことについて定める。 

 障害児入所支援等から障害福祉サービスへの支援の移行について、指定障害福祉サ

ービスの種類ごとの必要な量の見込みや市町村と都道府県の連携について定める。 

 障害児関係の活動指標について、新たに定める。 
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３．ユニバーサルデザイン 2020行動計画 

○ 経緯及び趣旨 

 障害のある選手たちが圧倒的なパフォーマンスを見せる 2020 年パラリンピック競技

大会は、共生社会の実現に向けて人々の心の在り方を変える絶好の機会。この機を逃

さず、世界に誇れるユニバーサルデザインの街づくりを実現するとともに国民全体を

巻き込んだ「心のバリアフリー」の取組を展開する。 

 このため、昨年 2 月、オリパラ担当大臣を議長とするユニバーサルデザイン 2020 関

係府省等連絡会議を設置し、様々な障害者団体（18 団体）等の参画を得て、共生社会

の実現に向けた施策を総合的に検討。（障害者団体の参画する分科会を計 12 回開催） 

 「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画」（以下「行動計画」）を決定するに当たり、

同連絡会議を関係閣僚会議に格上げし、障害者団体の出席を得て、本年 2 月、第一回

ユニバーサルデザイン 2020 関係閣僚会議を開催。行動計画の主なポイントは以下の通

り。 

 

○ 主なポイント 

（１）政策立案段階からの障害者参画 

障害者に関する施策の検討及び評価に当たっては、障害当事者が委員等に参画し、

障害のある人の視点を施策に反映させること。 

（２）主な施策 

 ＜ユニバーサルデザインの街づくり分野＞ 

① 今年度中に交通バリアフリー基準（省令）・ガイドラインを改正 

② ホテル等の建築物に係る設計標準を改正 

＜心のバリアフリー分野＞ 

① 2020 年度からの学習指導要領改訂を通じ、各教科の教科書の記載を充実し、すべ

ての子供達に「心のバリアフリー」を指導 

② 今年度以降、接遇を行う業界（交通、観光、流通、外食等）における全国共通の

接遇マニュアルの策定・普及 

③ 障害に対する理解を持ち、困っている障害者等に自然に声をかけることができる

国民文化の醸成に向けた仕組みの創設 

 

○ 2020 年に向けた実行性担保のための継続的な方策について 

 2020 年にこれら施策が確実に実現されるよう、障害当事者等を過半とする評価会議を

毎年開催し、関係府省等の施策の実施状況を確認・評価し、その結果を踏まえて関係

府省等が施策を改善することにより、実行性を担保。 
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参考 

 

１．厚生労働省：告示第 116号 

○ 障害児の健やかな育成のための発達支援 

障害児支援を行うに当たっては、障害児本人の最善の利益を考慮しながら、障害児

の健やかな育成を支援することが必要である。このため、障害児及びその家族に対し、

障害の疑いがある段階から身近な地域で支援できるように、障害児通所支援及び障害

児相談支援については市町村を、障害児入所支援については都道府県を実施主体の基

本とし、障害種別にかかわらず、質の高い専門的な発達支援を行う障害児通所支援等

の充実を図るとともに、都道府県の適切な支援等を通じて引き続き障害児支援の均て

ん化を図ることにより、地域支援体制の構築を図る。 

また、障害児のライフステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教

育、就労支援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体制

の構築を図る。 

さらに、障害児が障害児支援を利用することにより、地域の保育、教育等の支援を

受けられるようにすることで、障害の有無にかかわらず、全ての児童が共に成長でき

るよう、地域社会への参加や包容（インクルージョン）を推進する。 

こうしたサービス提供体制の整備等については、個別の状況に応じて、関係者や障

害者等本人が参画して行う議論を踏まえた上で、市町村及び都道府県が定める障害保

健福祉圏域（以下「圏域」という。）ごとの整備の在り方を障害福祉計画等に位置づけ、

計画的に推進する。 

 

○ 障害児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障害児については、子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第二条

第二項において、「子ども・子育て支援の内容及び水準は、全ての子どもが健やかに成

長するように支援するものであって、良質かつ適切なものでなければならない」と規

定されていること及び同法に基づく教育、保育等の利用状況を踏まえ、居宅介護や短

期入所等の障害福祉サービス、障害児通所支援等の専門的な支援の確保及び共生社会

の形成促進の観点から、保健、医療、保育、教育、就労支援等の関係機関とも連携を

図った上で、障害児及びその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで一貫した効果

的な支援を身近な場所で提供する体制の構築を図ることが重要である。 

 

１ 地域支援体制の構築 

障害児通所支援等における障害児及びその家族に対する支援について、障害児の障

害種別や年齢別等のニーズに応じて、身近な場所で提供できるように、地域における

支援体制の整備が必要である。 
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児童発達支援センター（児童福祉法第四十三条に規定する児童発達支援センターを

いう。以下同じ。）については、障害の重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能

の強化を図った上で、地域における中核的な支援施設として位置づけ、障害児通所支

援等を実施する事業所と緊密な連携を図り、重層的な障害児通所支援の体制整備を図

ることが必要である。 

また、障害児入所施設についても同様に、専門的機能の強化を図った上で、地域に

おいて、虐待を受けた障害児等への対応を含め、様々なニーズに対応する機関として

の役割を担う必要がある。特に、短期入所や親子入所等の実施体制の整備に努める必

要がある。 

これらの障害児通所支援及び障害児入所支援は、障害児支援の両輪として、相互に

連携しながら進める必要があるため、都道府県は、障害児通所支援の広域的な調整及

び障害児入所支援の体制整備の双方の観点から一体的な方針を策定することが必要で

ある。 

さらに、障害児通所支援や障害児入所支援から障害福祉サービスへ円滑に支援の移

行が図られるよう、都道府県と市町村は緊密な連携を図る必要がある。 

加えて、障害児通所支援事業所及び障害児入所施設（以下「障害児通所支援事業所

等」という。）は、障害児に対し、質の高い専門的な発達支援を行う機関であることか

ら、常に支援の質の向上と支援内容の適正化を図る必要がある。 

 

２ 保育、保健医療、教育、就労支援等の関係機関と連携した支援 

障害児通所支援の体制整備に当たっては、保育所や認定こども園、放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラブ）等の子育て支援施策との緊密な連携を図ることが重要

である。 

また、障害児の早期の発見及び支援並びに健全な育成を進めるため、母子保健施策

や小児慢性特定疾病施策との緊密な連携を図るとともに、都道府県及び市町村の障害

児支援を担当する部局においては、それぞれの子育て支援担当部局や保健医療担当部

局との連携体制を確保することが必要である。 

さらに、障害児支援が適切に行われるために、就学時及び卒業時において、支援が

円滑に引き継がれることも含め、学校、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、障

害児相談支援事業所、就労移行支援等の障害福祉サービスを提供する事業所等が緊密

な連携を図るとともに、都道府県及び市町村の障害児支援を担当する部局においては、

教育委員会等との連携体制を確保することが必要である。 

 

３ 地域社会への参加・包容の推進 

保育所等訪問支援（児童福祉法第六条の二の二第六項に規定する保育所等訪問支援

をいう。以下同じ。）を活用し、障害児通所支援事業所等が保育所や認定こども園、放
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課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）、幼稚園、小学校及び特別支援学校等の育

ちの場での支援に協力できるような体制を構築することにより、障害児の地域社会へ

の参加・包容（インクルージョン）の推進を図る必要がある。 

 

４ 特別な支援が必要な障害児に対する支援体制の整備 

（１）重症心身障害児に対する支援体制の充実 

重症心身障害児が身近な地域にある児童発達支援や放課後等デイサービス等を受け

られるように、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行いながら、支援体制

の充実を図る。 

 

（２）医療的ケア児に対する支援体制の充実 

医療的ケア児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、障害児支援等の充実

を図る。さらに、心身の状況に応じた保健、医療、障害福祉、保育、教育等の各関連

分野の支援が受けられるよう、保健所、病院・診療所、訪問看護ステーション、障害

児通所支援事業所、障害児入所施設、障害児相談支援事業所、保育所、学校等の関係

者が連携を図るための協議の場を設けること等により、各関連分野が共通の理解に基

づき協働する総合的な支援体制を構築することが重要である。なお、この場において

は、医療的ケア児の支援が学齢期から成人期に円滑に引き継がれるよう、協議してい

くことが必要である。 

加えて、医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、市町村において

は、関連分野の支援を調整するコーディネーターとして養成された相談支援専門員等

の配置を促進することが必要である。このコーディネーターは、医療的ケア児が必要

とする多分野にまたがる支援の利用を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につな

げるとともに、協議の場に参画し、地域における課題の整理や地域資源の開発等を行

いながら、医療的ケア児に対する支援のための地域づくりを推進するといった役割を

担っている。なお、市町村単独での配置が困難な場合には、圏域での配置であっても

差し支えない。 

 

（３）強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対する支援体制の充実 

強度行動障害や高次脳機能障害を有する障害児に対して、障害児通所支援等におい

て適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図る必要がある。 

 

（４）虐待を受けた障害児等に対する支援体制の整備 

虐待を受けた障害児等に対しては、障害児入所施設において小規模なグループによ

る支援や心理的ケアを提供することにより、障害児の状況等に応じたきめ細やかな支

援を行うよう努めることが必要である。 
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５ 障害児相談支援の提供体制の確保 

障害児相談支援は、障害の疑いがある段階から障害児本人や家族に対する継続的な

相談支援を行うとともに、支援を行うに当たって関係機関をつなぐ中心となる重要な

役割を担っている。このため、障害者に対する相談支援と同様に、障害児相談支援に

ついても質の確保及びその向上を図りながら、支援の提供体制の構築を図る必要があ

る。 

 

○ 障害児支援の提供体制の整備等 

１ 重層的な地域支援体制の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保育所

等訪問支援の充実 

児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指すため、平

成三十二年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも一カ所以上設

置することを基本とする。なお、市町村単独での設置が困難な場合には、圏域での設

置であっても差し支えない。 

また、障害児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、各

市町村又は各圏域に設置された児童発達支援センターが保育所等訪問支援を実施する

などにより、平成三十二年度末までに、全ての市町村において、保育所等訪問支援を

利用できる体制を構築することを基本とする。 

 

２ 主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所

の確保 

 重症心身障害児が身近な地域で支援を受けられるように、平成三十二年度末までに、

主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所（児童福祉法第六条の二の二第二

項に規定する児童発達支援を行う事業所をいう。）及び放課後等デイサービス事業所

（同条第四項に規定する放課後等デイサービスを行う事業所をいう。）を各市町村に少

なくとも一カ所以上確保することを基本とする。なお、市町村単独での確保が困難な

場合には、圏域での確保であっても差し支えない。 

 

３ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置 

医療的ケア児が適切な支援を受けられるように、平成三十年度末までに、各都道府

県、各圏域及び各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関

等が連携を図るための協議の場を設けることを基本とする。なお、市町村単独での設

置が困難な場合には、都道府県が関与した上での、圏域での設置であっても差し支え

ない。 
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○ 障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズの把握及びその提供体制の整備 

   都道府県及び市町村は、障害児の子ども・子育て支援等の利用ニーズについて、障

害児通所支援等を利用する障害児の保護者に調査を行う等により把握し、都道府県及

び市町村において利用ニーズを満たせる定量的な目標を示した上で、子ども・子育て

支援等の利用を希望する障害児が希望に沿った利用ができるよう、保育所や認定こど

も園、放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）等における障害児の受入れの体

制整備を行うものとする。 

 

○ 活動指標 

（障害児） 

 児童発達支援 

 医療型児童発達支援 

 放課後等デイサービス 

 保育所等訪問支援 

 居宅訪問型児童発達支援 

 福祉型障害児入所施設・医療型障害児入所施設 

 障害児相談支援 

 医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置人数 

 

 


